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労働協約書（大会社・小売業）

　○○株式会社（以下「会社」という）と○○労働組合（以下「組合」という）とは、相互信頼と理解に基づき平和的労使関係を構築し、企業の発展と秩序の確立、組合員の労働条件の向上と福祉の増進を図り、社会の進歩と発展に貢献するため、労働協約を締結し、双方誠意をもってこれを遵守する。

第１章　総　　則

（団体交渉の主体）
第１条　会社は組合を従業員の労働条件決定に関する唯一の団体交渉の相手方と認める。 

（非組合員の範囲）
第２条　非組合員の範囲は次のとおりとする。 

　(1)　労働組合法第２条第１号に該当する者。 

　(2)　次の各号に該当する者。ただし、他の職務に転じた場合は、会社はそのつど組合に通知するものとする。

①　理事、参与の者

②　課長、店長の職層にある

③　会社の政策決定に直接関係する経理、経営企画を担当する係長以上の者

④　子会社、関係会社、FC加盟各社を管理、指導する立場の係長以上の者

⑤　人事、労働関係、広報の係長以上の者

⑥　社内監査担当者

⑦　秘書室勤務者

⑧　独身寮の舎監および配偶者

⑨　期間の定めのある労働契約を締結している者

⑩　試用期間中の者

⑪　その他会社と組合で協議して定めた者

　なお、組合員の範囲については、将来必要に応じて会社、組合で協議するものとする。 

（組合除名者および脱退者の措置）
第３条　会社は組合の正当な手続により除名された者、組合に加入しない者および組合を脱退した者を解雇する。ただし、会社が業務上重大な支障があると認めたときは、その措置について組合と協議する。

（協約の適用範囲）
第４条　この協約は、会社、組合および従業員である組合員に適用する。

（協約の優先）
第５条　この協約が就業規則、その他会社が制定する諸規則の内容に抵触する場合は、その部分については本協約の内容を優先する。なお、会社は就業規則および協定に定めのない労働条件に関する諸規程の改廃については、そのつど組合と協議する。

（機密保持）
第６条　会社と組合は、労使間の会議などにて知り得た機密事項を漏らしてはならない。

第２章　組合活動

（組合活動の自由）
第７条　会社は組合員が正当な組合活動をした事由をもって、何ら不利益な取扱いをしない。 

（就業時間中の組合活動）
第８条　組合員の組合活動は原則として就業時間外に行うが、次の各号の一つに該当する場合は、就業時間中に組合活動を行うことができる。 

　(1)　組合規約に定める正規の機関の会議に構成員として、あらかじめ会社の承認を得て出席するとき

　(2)　組合の加盟する上部団体の会合や行事に組合の代表として、あらかじめ会社の承認を得て出席するとき

　(3)　組合の決定により行う対外的諸活動に、あらかじめ会社の承認を得て参加するとき

　(4)　組合と会社の間にもたれる団体交渉に出席するとき

　(5)　労使協議会、各種委員会など組合と会社の間にもたれるすべての会議に出席するとき

　(6)　前各号の他、組合活動のため会社の承認を得たとき 

２　前項により職務、または職場を離れる組合員は事前に所属長の許可を受けるものとする。

（組合活動に伴う賃金その他の取扱い）
第９条　第７条に基づいて組合活動を行ったときは、次のとおり取り扱う。 

　(1)　前条第１項・第２項・第３項については組合欠勤として取り扱い、会社は賃金を支給しない。ただし、通常に勤務したものとみなす。

　(2)　前条第４項・第５項については通常に勤務したものとみなし、会社は交渉および会議に出席した時間のうち、所定就業時間に対する賃金を支払う。 

　(3)　その他、前条第６項についてはそのつど会社、組合が協議する。

（組合専従者）
第10条　組合は組合業務に従事する組合専従者を置くことができる。

２　組合は専従役員および事務職員を人選したときは氏名、所属を会社に通知する。ただし、会社業務に支障があると認めたときは、会社と組合が協議して決定する。 

（専従者の取扱い）
第11条　会社は組合専従者を次のとおり取り扱う。

　(1)　専従期間中は専従休職とし、毎月の賃金および一時金を支給しない。 

　(2)　専従期間中は解雇、転勤の対象としない。 

　(3)　社会保険（健康保険・厚生年金保険）および雇用保険の保険料、および源泉課税は包括し、その事務は会社が行い組合は会社に納入する。

　(4)　福利厚生、慶弔および安全衛生などは一般従業員と同等の取扱いとする。

　(5)　休職期間は、本人が会社に勤務したものとみなし勤続年数に加算する。復職後の年次有給休暇はその期間の勤続年数を通算する。

　(6)　専従期間満了および解任による復帰は手続終了日の翌日からとする。

　(7)　専従者が復帰する場合は、休職を解き就任前の同等者と同等に復帰させる。同等者とは職位、等級、基準内賃金のそれぞれが同等の者を対象とし、組合と協議決定する。また、復帰後１年間は異動および従事する職務内容を変更しようとする場合は、組合と協議する。

　(8)　組合業務に専従したことによって不利益な取扱いはしない。

（組合費および加入金の控除）
第12条　会社は組合員の毎月の賃金および一時金より組合費を控除し、毎月賃金支給日および一時金支給日に組合に一括納入する。

２　特別組合費および新たに組合員となった者にかかる加入金などについても前項同様とする。 

（会社施設の利用）
第13条　会社は組合に対して、次の会社施設の利用を認める。ただし、原則として事前に会社に届け出て承認を得るものとする。 

　(1)　組合事務所に付属する施設

　(2)　組合活動に使用する営業時間外の社内放送 

　(3)　組合の会議、行事に使用する会場およびこれに伴う設備

２　前項の定めにより、組合が会社の施設の利用について申し出たときは、会社は正当な理由なくこれを拒否しない。なお、施設の使用料、その他についてはそのつど協議して定める。 

（掲示板の設置・利用およびメール便の利用）
第14条　会社は組合が会社施設内に組合専用掲示板を設置し、自由に使用することを認める。ただし、設置場所などについては会社、組合が協議し決定する。

２　会社は組合が会社のメール便を利用することを認める。ただし、紛失その他事故あるときも会社はその責を負わない。 

（印刷物の掲示および配布の自由）
第15条　組合は会社の施設内においての印刷物配布および所定場所への掲示を行うことができる。ただし、就業時間中は、印刷物の配布を行わない。

（通知義務）
第16条　組合は次の各号の一つに該当するときは、書面をもって速やかに通知する。

　(1)　組合の名称、規約、組織、役員の変更

　(2)　上部団体、または他の労働団体への加入、脱退

　(3)　組合員が組合を脱退し、または組合が組合員を除名したとき、離任したとき

　(4)　組合員が上部団体、または他の労働団体の役員に就任、または離任したとき

　(5)　その他組合運営上重要な変動の生じたとき
第３章　労使協議会

（労使協議会の目的）
第17条　会社、組合は民主的労使関係を維持し、組合員の労働諸条件の向上に資するため労使協議会を設置する。 

（労使協議会の構成）
第18条　労使協議会は会社と組合がそれぞれあらかじめ選出した委員をもって構成する。 

（開催）
第19条　労使協議会を開催する場合、会社および組合は書面をもって付議事項、開催日時、場所および出席者氏名を添え、事前に申し入れるものとする。ただし、やむを得ない場合は、その手続の一部を省略することができる。 

２　労使協議会は原則として月１回開催する。ただし、会社または組合のいずれか一方が申し入れた場合はそのつど速やかに開催する。 

（付議事項）
第20条　労使協議会の付議事項は次のとおりとする。

　(1)　協議事項 

①　事業所の開設、閉鎖、休業、合併および事業の拡大、縮小に関する事項

②　新技術の導入、新規事業計画、海外における事業に関する事項

③　営業時間の延長、または短縮に関する事項

④　賃金、退職金に関する事項

⑤　福利厚生、安全衛生、作業環境に関する事項

⑥　その他労働条件に関する事項

⑦　苦情処理委員会での未解決事項

⑧　苦情処理委員会での解決事項のうち、再検討の必要があると労使いずれか一方が認めた場合

⑨　その他会社組合双方が必要と認めた事項

　(2)　説明事項
①　経営概況および方針に関する事項

②　従業員の採用計画など労務管理上の重要事項

③　組合の活動方針および組合運営上の重要事項

④　その他前各号に準ずる事項

（労使懇談会、専門委員会、小委員会）
第21条　労使が必要と認めたときは労使懇談会、専門委員会、または小委員会を設け議案の審議を付託することができる。労使懇談会、専門委員会、小委員会は、会社組合双方若干名の委員をもって構成し、付託された議案につき協議会へ答申しなければならない。また、協議会はその答申の実現のために最大限の努力を尽くさなければならない。
 第４章　苦情処理

（苦情処理委員会の目的）
第22条　会社と組合は組合員の苦情を解決し、組合員の権利擁護および安定的な労使関係を維持することを目的として苦情処理委員会（以下「委員会」という）を設置する。 

（苦情の定義）
第23条　この協約に規定する苦情とは賃金、労働条件、作業条件および人事の取扱いなど労働協約、就業規則およびこれに関する諸規則の適用に関する組合員の個別的不平不満とする。 

（委員会の構成）
第24条　委員会は会社組合がそれぞれ同数の委員若干名をもって構成する。 

（苦情の申立て）
第25条　組合員から苦情の申立てがあった場合、委員会はその事実について調査し、事実の発生から原則として10労働日以内に委員会は事案について判断をくだす。 

（苦情の解決）
第26条　委員会において全員の意見の一致をみたときは、本人の異議にかかわらず苦情は解決されたものとする。 

（労使協議会における苦情処理）
第27条　委員会における苦情処理によって解決をみなかった場合は、労使協議会においてその問題を付議事項として提出し、その解決についての労使協議を行うものとする。 

（苦情処理手続の中断）
第28条　苦情処理を行う過程で協約、就業規則の解釈について疑義が生じ、会社組合間に見解の相違が出た場合は会社組合間で協議のうえ、疑義の解明をはかるものとする。その間、結論が出るまでは苦情処理手続を中断する。

第５章　団体交渉

（原則）
第29条　団体交渉は会社組合双方対等の立場において誠意と秩序をもって協約に定める手続にしたがい、円満に妥結をはかり労使関係の安定を期するものとする。

（応諾義務）
第30条　会社または組合は、相互に団体交渉の開催の要求があったときは、正当な理由なくこれを拒むことはできない。

（交渉事項）
第31条　団体交渉における交渉事項は次のとおりとする。

　(1)　労働協約の締結および改廃に関する事項

　(2)　組合員の労働条件および待遇に関する事項

　(3)　協約についての疑義に関する事項

　(4)　会社、組合で協議が整わない事項

　(5)　その他会社、組合が必要と認めた事項

（交渉手続）
第32条　団体交渉の開催手続は次のとおりとする。

　(1)　団体交渉の申入れは、開催希望日時の５労働日前までに文書により議題、日時、場所および出席者の氏名を添えて行うものとする。

　(2)　団体交渉の運営および手続については会社、組合双方協議してそのつど決定する。

（交渉委員）
第33条　団体交渉の交渉委員の構成はそれぞれ○名とし、会社および組合が任意に選出して、それぞれ相手方に通告する。

（書記）
第34条　団体交渉には会社組合双方よりそれぞれ書記１名を出席させ、議事録を作成する。

（協定書の作成）
第35条　団体交渉で決定した事項については協定書（協定書に付随する覚書があるときはこれを含む。以下同様）を２通作成して会社組合双方の代表者が記名押印し、双方１通ずつ保管する。 

（遵守事項）
第36条　団体交渉において問題の円滑かつ迅速な解決をはかるため会社組合双方は次の各号を遵守する。 

　(1)　会社、組合双方いずれか一方の意志により交渉を打ち切ることができる。ただし、打切りに当たっては次回の期日、場所などについて双方協議決定しなければならない。

　(2)　交渉中に会社、組合双方の交渉委員が行う外部との通信、連絡、交渉場所への出入りの自由を妨げる行為をしてはならない。

第６章　人　　事

（人事の原則）
第37条　人事に関しては、会社がこれを慎重かつ公正に行う。 

（採用）
第38条　会社は従業員の採用については、あらかじめ採用計画の大綱について組合と協議する。 

（試用期間）
第39条　会社が従業員として採用する者の試用期間は入社後１カ月間とする。

２　試用期間中は会社が不適格と認めたときは、使用を取り消すことができる。 

３　試用期間が過ぎれば従業員として正式に採用する。

４　試用期間については、採用後の勤続年数に算入する。 

（異動）
第40条　会社は業務の都合により組合員に転勤、配置転換、または職種の変更を行うことがある。この場合、組合員は正当な理由なくこれを拒むことはできない。

２　会社が組合員を他の業務内容の異なる事業場へ応援させるときおよび出向、または駐在させようとするときは会社と組合があらかじめ協議する。

（休職）
第41条　会社は組合員が次の各号の一つに該当したときは休職を命ずることがある。ただし、第５号については組合と協議する。

　(1)　業務外の傷病による連続欠勤が30日以上におよび、なお勤務できないとき。この場合、会社が指定する医師の診断書を必要とすることがある。

　(2)　会社の命により会社外の業務にしたがうとき

　(3)　公の職務に専任したとき 

　(4)　組合専従員となったとき 

　(5)　前各項の他、特別の事由があるとき 

（休職期間）
第42条　休職の期間は次のとおりとする。ただし、同一傷病で３年以内に再発した場合はその期間を通算する。 

　(1)　業務外の疾病による場合

　①　勤続年数１年未満の者　　　　　　　　　　　　６カ月

　②　勤続年数３年未満の者　　　　　　　　　　　　８カ月

　③　勤続年数３年以上の者　　　　　　　　　　　　９カ月

　④　さらに勤続年数１年に応じ１カ月ずつ加算し、２年を限度とする。

　(2)　前条第２号、第３号、第４号、第５号の場合　　必要な期間 

（休職者の取扱い）
第43条　休職期間は勤続年数に通算する。ただし、退職金および退職年金制度による給付の算定に際しては、第41条第３項の場合はこの限りでない。 

２　別段の定めのある場合を除き、賃金は支給しない。 

３　福利厚生施設の利用など従業員としての待遇は一般従業員と区別しない。 

（復職）
第44条　休職期間が満了した者および休職事由が消滅した者は、会社組合協議の上、直ちに復職させる。ただし、傷病休職中の者が復職する場合は、医師の診断書を必要とする。 

（定年）
第45条　組合員の定年は満60歳とする。 

（退職）
第46条　組合員が次の各号の一つに該当するときは労働契約が失効し、退職とする。 

　(1)　自己都合により退職したとき

　(2)　定年により退職したとき

　(3)　死亡したとき

　(4)　休職期間が満了してもその事由が解消しないとき

（再雇用制度）
第47条　組合員が妊娠、出産、育児、介護を理由に退職し、退職時に本人が将来の再雇用を希望した場合については、資格認定の基準、再雇用時の労働条件などを「再雇用制度規程」に定めるものとし、詳細について会社と組合が協議して決定する。

（解雇）
第48条　組合員が次の各号の一つに該当するときは、会社は組合の合意を得て解雇する。

　(1)　精神、または身体の障害により業務に耐えないとき 

　(2)　禁治産者、または準禁治産者の宣告を受けたとき 

　(3)　休職の事由が解消したにもかかわらず、本人の復職の意志の有無が明らかでないとき

　(4)　重要な経歴を偽り、その他不正な方法を用いて採用されたことがわかったとき

　(5)　正当な理由がなく無断欠勤が14日以上におよんだとき 

　(6)　正当な理由なく故意により会社に損害を与えたとき 

　(7)　窃盗、詐欺その他刑罰法規上の罪を犯したとき 

　(8)　正当な理由なく就業に関する指示、または命令に従わないとき

　(9)　傷病者について打切り補償を行ったとき

　(10)　天災地変その他やむを得ない事由により、事業の継続が不可能なとき

　(11)　その他、前各号に準ずるとき

（人員整理としての解雇等）
第49条　会社の都合によってやむを得ず組合員の人員整理、一時休業などを行うときは、そのつどすべての条件について事前に組合と協議し決定する。 

（解雇の制限）
第50条　会社は第48条および前条の規定にかかわらず業務上・通勤途上の傷病により療養中および治癒後30日未満の者、産前産後の組合員でその休業期間および復職後30日間の者は解雇しない。 

（解雇の予告）
第51条　会社が組合員をこの協約の定めにより解雇するときは、就業規則に定める懲戒解雇の場合を除き30日前に予告するか、または30日分の平均賃金を支給する。ただし、行政官庁の予告除外認定を受けた場合はこの限りではない。 

２　前項の予告の日数は１日について平均賃金を支払ったときはその日数分を短縮することができる。

（表彰）
第52条　組合員の表彰に関する事項については、就業規則の定めるところにより労使同数の委員会で審議・決定し、その決定に基づき会社が行う。 

（懲戒）
第53条　組合員の懲戒に関する事項については、就業規則の定めるところにより会社がこれを公正に行い事前に組合に対し通知する。組合に異議ある場合は、労使協議するものとする。

第７章　賃金、一時金、退職金

（賃金）
第54条　賃金は、その支給基準、水準などについて労使協議のうえ、別途協定する。 

（一時金）
第55条　会社は毎年７月と12月に一時金を支給することとし、一時金の支給額、支給基準、配分、支給日などについては、別途協定する。 

（退職金）
第56条　退職する組合員に対し支給する退職金はその種類、支給条件、計算方法、支給日などについて「退職金規程」および「退職年金規程」に基づき支給する。

第８章　労働時間および休日・休暇など

（就業時間）
第57条　１日の労働時間、拘束時間、休憩時間、年間所定労働時間については会社、組合が協議決定し、別に定める。  

（休日・休暇・休業） 
第58条　組合員の休日、休暇、休業（育児休業、介護休業など）については、会社と組合は協議し、別途協定する。

（時間外勤務、休日勤務）
第59条　日直、宿直を含む、時間外勤務、休日勤務については、会社と組合は協議し、別途協定する。

（母性保障）
第60条　会社は、妊婦および生後満１年に達しない子を育てる組合員に対しては、母性保護と育児助成の観点から、その取扱いについて組合と協議し、別途詳細を協定する。

第９章　公民権行使

（便宜供与）
第61条　会社は組合員が勤務時間中に選挙権その他公民としての権利を行使し、義務を履行し、または公の職務を遂行するために必要な期間を請求したときはこれを与える。 

（保証）
第62条　組合員が前項の権利を行使したときは、会社は勤務したものとして取扱い、何ら不利益な取扱いをしない。

第10章　出　　張

（出張の取扱い）
第63条　会社は業務上の必要により組合員に出張を命ずることができる。 

２　出張中の労働条件などについては「国内出張旅費規程」に定めるとおりとする。

第11章　教　　育

（教育の重要性と公正）
第64条　会社は組合員の教育、能力向上の重要性を認識し、積極的に取り組む。

２　会社は教育を行う場合、公正な取扱いを行い理由のない差別をしない。 

（教育方針）
第65条　会社は、教育方針・体系を年度のはじめに確立し、社内に徹底する。

（入社時教育）
第66条　会社は新しく採用した従業員に対し、１カ月以内の勤務時間中に経営方針など会社の重要な事項、労働協約、就業規則など労働条件などに関する事項および業務上必要な事項について教育を行う。 

（社内教育、社外教育）
第67条　会社は前条に定める入社時教育のほか、現行職務に関する教育、職業能力開発に関する教育、総合的人格形成のための教育などについて計画を作成し、適宜実施する。 

２　会社は組合員が職業能力向上、自己啓発、総合的人格形成などのため社外で教育を受けられるよう、できる限り勤務時間の変更、経済的援助などの便宜を与える。

第12章　福利厚生

（福利厚生）
第68条　会社は福利、厚生、文化に関する施設などについて誠実に改善、充実に取り組む。 

（慶弔金）
第69条　会社は組合員の慶弔に際し、別に定める「慶弔見舞金規程」により慶弔金を支給する。

第13章　安全および衛生

（安全衛生）
第70条　会社は労働災害の防止、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて組合員の安全と健康の確保に努める。 

２　前項の目的を達成するために会社組合同数の委員により構成する安全衛生委員会を設ける。安全衛生委員会の詳細については「安全衛生管理規程」に定める。 

（健康管理）
第71条　会社は法定の健康診断のほか、組合員のメンタルヘルスを含めた健康増進に努める。

第14章　災害補償

（業務上、通勤途上災害）
第72条　会社は組合員が業務上の事由による災害を受けた場合、労働基準法、労働者災害補償保険法（以下、「労災法」という）に基づく給付に付加して補償を行う。 

２　本章でいう業務上災害およびそれによる障害の等級の程度は行政官庁の認定を原則とする。 

（療養補償）
第73条　会社は組合員が業務上負傷し、または疾病にかかったときは法令の範囲内においてその治療費を負担する。 

（休業補償）
第74条　組合員が前条の規定による療養のため、労働することができないために賃金を受けないときは、その期間中、通常の勤務をしたものとみなして計算した賃金の税引き手取額に相当する金額を休業補償として支払う。

（身分保障、職場復帰）
第75条　会社は療養中、または休業後復帰した組合員に対し、それを理由として労働条件、その他待遇について不利益な取扱いをしない。 

２　休業後の職場復帰については、原則として現職復帰とする。 

（打ち切り補償）
第76条　第73条の規定によって治療を受け、またはその費用の補償を受けた者が療養開始後３年を経過しても負傷、または疾病が治癒しない場合は、平均賃金の1,200日分を打切り補償として支給し、その後一切の補償を行わないことがある。 

（障害補償）
第77条　組合員が業務上災害による負傷、疾病により身体に障害が残った場合、または死亡した場合は「労働災害補償規程」の定めにより補償を行う。 

第15章　平和義務と紛争処理

（平和的解決の義務）
第78条　団体交渉において会社、組合の意見が一致せず交渉が打ち切られた場合においても会社と組合は理解と誠意をもって平和的解決に最善の努力を払わなければならない。 

（斡旋または調停）
第79条　団体交渉を尽くしても解決できなかった事項について会社、組合のいずれかでも相手方に通告のうえ、管轄権のある労働委員会に対し斡旋、または調停を申請することができる。この場合、相手方はこれに応じなければならない。 

（争議行為の予告）
第80条　会社、組合は争議行為にはいる場合、少なくとも48時間前までに文書により争議行為を行う日時、場所および、方法を相手方に通告しなければならない。 

（争議行為中の賃金）
第81条　争議行為中の賃金は支払わない。ただし、協定勤務者についてはこの限りではない。 

（争議行為不参加者）
第82条　組合は、争議行為中であっても、別に定める争議行為不参加者が平常どおり勤務することを認める。ただし、その人数は必要最小限度とし、かつ該当者が組合中央委員以上の役員および闘争委員であるときはこの限りではない。この場合、他の組合員をもって争議行為不参加者とし、氏名については会社、組合協議するものとする。

２　会社は争議行為不参加者を協定した業務以外に就かせない。

３　争議行為不参加者の人数および勤務の内容は会社と組合が協議決定する。 

（スキャップ禁止）
第83条　会社は組合の正当な争議行為を妨げる目的をもって、新たに雇用契約をしない。

（争議中の遵守事項）
第84条　会社、組合は次の事項を争議行為中において遵守する。

　(1)　組合は会社の機械、設備その他の施設を故意に損傷しない。

　(2)　会社、組合は協議のうえ、立入禁止区域を設ける。

　(3)　各事業所に火災、その他非常災害が発生し、または発生が予想される場合は労使一体となり、これを鎮圧もしくは防止に努めなければならない。

　(4)　組合は非組合員、ならびに契約社員、争議行為参加者の就業を妨害しない。 

（統制業務）
第85条　会社および組合の指示に基づかない、あるいは協定事項に違反する争議行為が行われようとする場合、会社、組合は直ちにこれを中止させる責任を負い、争議の正当性および平和義務に違反する限度において損害賠償請求その他の対抗手段を講ずることができる。 

（争議行為中の団体交渉）
第86条　会社、組合は争議行為中であっても一方の申入れがあった場合は、速やかに団体交渉を行い円満な解決に努力しなければならない。 

（施設の利用）
第87条　組合は争議期間中の組合員の待機、会議、または連絡のための会社の施設、または事業所内の一部を利用しようとするときは、事前に会社に届け出るものとする。

２　会社は争議行為中といえども福利厚生施設の利用を認める。 

第16章　効　　力

（有効期間）
第88条　この協約の有効期間は平成○年○月○日より平成○年○月○日までとする。

（改廃手続、自動延長）
第89条　会社、組合何れか一方がこの協約の改定を申し入れるときは、有効期間満了２カ月前までに文書をもって相手方に通知しなければならない。

２　有効期間満了２カ月前までに会社、組合のいずれからも改定の申入れがない場合は更に１カ年有効とする。

３　第１項の申入れに基づく次期協約が期間満了日までに成立しない場合は、この協約は引き続き２カ月を限り有効とする。

（期間内の改定）
第90条　この協約に定めた事項は有効期間中、これを変更しない。ただし、会社、組合双方が合意したときはこの協定を改廃することができる。 

付　　則

（協約の疑義解釈）
第91条　この協約の解釈に疑義が生じたときはそのつど会社、組合が協議決定する。 

（保有）
第92条　この協約締結の証として本書２通を作成し、会社および組合はおのおのその１通を保有する。



平成○年○月○日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○株式会社



取締役社長　　○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○労働組合



中央執行委員長　　○○○○































